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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次
第24期

第１四半期連結
累計期間

第23期

会計期間
自 平成26年８月１日
至 平成26年10月31日

自 平成25年８月１日
至 平成26年７月31日

売上高 (千円） 867,234 3,498,670

経常利益又は経常損失（△） (千円） △2,443 130,828

四半期（当期）純損失（△） (千円） △9,143 △8,327

四半期包括利益又は包括利益 (千円） △1,032 △10,203

純資産額 (千円） 1,586,048 1,576,581

総資産額 (千円） 2,337,246 2,245,086

１株当たり四半期（当期）純損失

（△）
(円） △1.52 △1.39

潜在株式調整後１株当たり四半期

（当期）純利益
(円） － －

自己資本比率 (％） 67.3 69.7

（注）１ 当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。

２ 当社は第23期第１四半期連結累計期間については四半期連結財務諸表を作成していないため、第23期第１四

半期連結累計期間に係る主要な経営指標等の推移については記載しておりません。

３ 売上高には、消費税等は含まれておりません。

４ 潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益については、潜在株式は存在するものの１株当たり四半期

（当期）純損失であるため記載しておりません。

５ 平成26年４月１日付で１株につき２株の株式分割を行っております。第23期の期首に当該株式分割が行われ

たと仮定し、１株当たり四半期（当期）純損失を算定しております。

 

２【事業の内容】

 当第１四半期連結累計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容について、重要

な変更はありません。また、主要な関係会社における異動もありません。

 なお、当社の非連結子会社であるカデンツァ株式会社は、平成26年10月31日付で解散の決議を行い、現在清算手続

き中であります。
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第２【事業の状況】

１【事業等のリスク】

 当第１四半期連結累計期間において、新たな事業等のリスクの発生又は前事業年度の有価証券報告書に記載した事

業等のリスクについての重要な変更はありません。

 

２【経営上の重要な契約等】

 当第１四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。

 

３【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

 文中の将来に関する事項は、当四半期連結会計期間の末日現在において当社グループ（当社及び連結子会社）が判

断したものであります。

 

(1)業績の状況

 当第１四半期連結累計期間におけるわが国経済は、政府の各種経済政策及び日銀による金融緩和を背景に企業収

益や雇用環境が改善するなど、景気は緩やかな回復基調で推移したものの、消費税増税に伴う駆け込み需要の反動

の長期化や海外景気の下振れリスクなど、依然として先行きは不透明な状況で推移しております。

 当社グループが属する情報サービス業界におきましては、スマートデバイスの普及とITインフラ環境の急速な進

展などに伴い、企業戦略におけるIT投資の重要性の認識や企業競争力を高め企業の成長を促進するための戦略的な

IT投資への意欲は高まりつつあるものの、短納期化や低コスト化の要求は依然として強く、厳しい状況が続いてお

ります。

 このような状況のもと、当社グループは顧客のニーズを満たすOnly OneのIT事業パートナーを目指し、顧客企業

のITサービス・ITソリューションの具現化に向けた企画・提案、コンサルティングから開発、運用・保守サービス

までのワンストップソリューションの提供に努めてまいりました。その結果、既存顧客との関係強化の継続、広告

代理事業の新規取引の開拓などにより、受注は堅調に推移いたしました。利益につきましては、引き続きプロジェ

クト管理を徹底し、生産性の向上によるコスト圧縮や採用強化による外注比率の低減など、利益率の拡大に努めて

まいりました。

 上記により当第１四半期連結累計期間の業績は、売上高は867,234千円、営業利益は534千円、経常損失は2,443

千円、四半期純損失は9,143千円となりました。

 なお、前第１四半期連結累計期間については四半期連結財務諸表を作成していないため、前年同四半期との比較

分析は行っておりません。

 

(2)財政状態の分析

（資産）

 流動資産は、前連結会計年度末に比べ79,018千円増加し、1,932,798千円となりました。この主な要因は、現金

及び預金が121,042千円減少したものの、受取手形及び売掛金が185,302千円増加したことによるものであります。

固定資産は、前連結会計年度末に比べ13,778千円増加し、397,723千円となりました。この主な要因は、有形固

定資産が3,013千円減少したものの、無形固定資産が17,071千円増加したことによるものであります。

繰延資産は、前連結会計年度末に比べ636千円減少し、6,724千円となりました。この主な要因は、繰延資産の償

却によるものであります。

 以上の結果、当第１四半期連結会計期間末における資産合計は、前連結会計年度末に比べ92,160千円増加し、

2,337,246千円となりました。

 

（負債）

 流動負債は、前連結会計年度末に比べ82,400千円増加し、714,231千円となりました。この主な要因は、支払手

形及び買掛金が27,313千円、未払法人税等が8,851千円、賞与引当金が8,228千円増加したことによるものでありま

す。

固定負債は、前連結会計年度末に比べ292千円増加し、36,966千円となりました。

 以上の結果、当第１四半期連結会計期間末における負債合計は、前連結会計年度末に比べ82,693千円増加し、

751,197千円となりました。
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（純資産）

 純資産は、前連結会計年度末に比べ9,467千円増加し、1,586,048千円となりました。この主な要因は、新株予約

権の行使に伴う自己株式の処分によるものであります。

 

(3)事業上及び財務上の対処すべき課題

 当第１四半期連結累計期間において、事業上及び財務上の対処すべき課題に重要な変更及び新たに生じた課題は

ありません。

 

(4)研究開発活動

 当第１四半期連結累計期間における研究開発活動の金額は、9,916千円であります。

 なお、当第１四半期連結累計期間において、当社グループの研究開発活動の状況に重要な変更はありません。
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第３【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 17,000,000

計 17,000,000

 

②【発行済株式】

種類
第１四半期会計期間
末現在発行数（株）
（平成26年10月31日）

提出日現在
発行数（株）

（平成26年12月15日）

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 6,380,000 6,380,000

東京証券取引所

ＪＡＳＤＡＱ

（グロース）

単元株式数

100株

計 6,380,000 6,380,000 － －

（注）提出日現在発行数には、平成26年12月１日からこの四半期報告書提出日までの新株予約権の行使により発行され

た株式数は、含まれておりません。

 

（２）【新株予約権等の状況】

 該当事項はありません。

 

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

 該当事項はありません。

 

（４）【ライツプランの内容】

 該当事項はありません。

 

（５）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式
総数増減数
（株）

発行済株式
総数残高
（株）

資本金増減額
（千円）

資本金残高
（千円）

資本準備金
増減額
（千円）

資本準備金
残高
（千円）

平成26年８月１日～

平成26年10月31日
－ 6,380,000 － 621,800 － 581,800

 

（６）【大株主の状況】

 当四半期会計期間は第１四半期会計期間であるため、記載事項はありません。
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（７）【議決権の状況】

 当第１四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できないため、

記載することができないことから、直前の基準日（平成26年７月31日）に基づく株主名簿による記載をしてお

ります。

 

①【発行済株式】

平成26年７月31日現在
 

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等）
（自己保有株式）

普通株式　　365,800
－ －

完全議決権株式（その他） 普通株式　6,013,900 60,139 －

単元未満株式 普通株式　　　 300 － －

発行済株式総数 6,380,000 － －

総株主の議決権 － 60,139 －

 

②【自己株式等】

平成26年７月31日現在
 

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数
（株）

他人名義
所有株式数
（株）

所有株式数
の合計
（株）

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合（％）

（自己保有株式）

テックファーム株式会社

東京都新宿区西新宿三丁目

20番２号
365,800 ― 365,800 5.73

計 ― 365,800 ― 365,800 5.73

（注）新株予約権の行使により自己株式が42,000株減少し、当第１四半期会計期間末日現在の所有株式数の合計は、

323,800株であります。

 

２【役員の状況】

該当事項はありません。
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第４【経理の状況】

１ 四半期連結財務諸表の作成方法について

 当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府

令第64号）に基づいて作成しております。

 なお、前第１四半期連結累計期間（平成25年８月１日から平成25年10月31日まで）は四半期連結財務諸表を作成し

ていないため、四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書に係る比較情報は記載しておりません。

 

２ 監査証明について

 当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第１四半期連結会計期間（平成26年８月１日から平

成26年10月31日まで）及び第１四半期連結累計期間（平成26年８月１日から平成26年10月31日まで）に係る四半期連

結財務諸表について、有限責任 あずさ監査法人により四半期レビューを受けております。
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１【四半期連結財務諸表】

（１）【四半期連結貸借対照表】

  （単位：千円）

 
前連結会計年度
(平成26年７月31日)

当第１四半期連結会計期間
(平成26年10月31日)

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 925,580 804,538

受取手形及び売掛金 733,915 919,218

有価証券 100,000 100,000

仕掛品 16,037 31,829

原材料及び貯蔵品 978 801

その他 79,669 78,871

貸倒引当金 △2,402 △2,460

流動資産合計 1,853,780 1,932,798

固定資産   

有形固定資産 111,382 108,368

無形固定資産   

のれん 65,252 59,135

その他 33,200 56,389

無形固定資産合計 98,452 115,524

投資その他の資産   

その他 174,791 174,512

貸倒引当金 △682 △682

投資その他の資産合計 174,109 173,830

固定資産合計 383,944 397,723

繰延資産 7,360 6,724

資産合計 2,245,086 2,337,246

負債の部   

流動負債   

支払手形及び買掛金 113,146 140,460

短期借入金 ※ 300,000 ※ 300,000

未払法人税等 － 8,851

賞与引当金 31,639 39,867

製品保証引当金 14,300 15,300

受注損失引当金 － 400

その他 172,744 209,351

流動負債合計 631,830 714,231

固定負債   

資産除去債務 18,724 18,758

その他 17,949 18,208

固定負債合計 36,674 36,966

負債合計 668,504 751,197

純資産の部   

株主資本   

資本金 621,800 621,800

資本剰余金 588,422 588,136

利益剰余金 455,064 445,921

自己株式 △99,434 △88,017

株主資本合計 1,565,853 1,567,839

その他の包括利益累計額   

その他有価証券評価差額金 102 350

為替換算調整勘定 △2,066 5,796

その他の包括利益累計額合計 △1,963 6,146

新株予約権 12,692 12,062

純資産合計 1,576,581 1,586,048

負債純資産合計 2,245,086 2,337,246
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（２）【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】

【四半期連結損益計算書】

【第１四半期連結累計期間】

 （単位：千円）

 
当第１四半期連結累計期間
(自　平成26年８月１日
　至　平成26年10月31日)

売上高 867,234

売上原価 599,666

売上総利益 267,567

販売費及び一般管理費 267,033

営業利益 534

営業外収益  

受取利息 68

受取配当金 25

受取手数料 481

その他 175

営業外収益合計 750

営業外費用  

支払利息 1,238

為替差損 810

その他 1,679

営業外費用合計 3,728

経常損失（△） △2,443

税金等調整前四半期純損失（△） △2,443

法人税等 6,700

少数株主損益調整前四半期純損失（△） △9,143

四半期純損失（△） △9,143
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【四半期連結包括利益計算書】

【第１四半期連結累計期間】

 （単位：千円）

 
当第１四半期連結累計期間
(自　平成26年８月１日
　至　平成26年10月31日)

少数株主損益調整前四半期純損失（△） △9,143

その他の包括利益  

その他有価証券評価差額金 247

為替換算調整勘定 7,862

その他の包括利益合計 8,110

四半期包括利益 △1,032

（内訳）  

親会社株主に係る四半期包括利益 △1,032

少数株主に係る四半期包括利益 －
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【注記事項】

（四半期連結財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理）

（税金費用の計算）

税金費用については、当第１四半期連結会計期間を含む連結会計年度の税引前当期純利益に対する税効果会計適

用後の実効税率を合理的に見積り、税引前四半期純利益に当該見積実効税率を乗じて計算しております。ただし、

当該見積実効税率を用いて税金費用を計算すると著しく合理性を欠く結果となる場合には、法定実効税率を使用す

る方法によっております。

 

（四半期連結貸借対照表関係）

※ コミットメントライン及び財務制限条項

 当社は、資金調達枠の確保を目的とし、取引銀行１行とバイラテラル方式によるコミットメントライン契

約を締結しております。この契約に基づく借入未実行残高は次のとおりであります。

 
前連結会計年度

（平成26年７月31日）
当第１四半期連結会計期間
（平成26年10月31日）

融資枠設定金額 300,000千円 300,000千円

借入実行残高 300,000 300,000

差引残高 － －

 

上記のコミットメントライン契約には、次の財務制限条項が付されております。

 

・決算期（第２四半期を含まない）の末日における単体の貸借対照表における純資産の部の金額を、前年同

期比75％以上に維持すること。

・決算期（第２四半期を含まない）における単体の損益計算書における営業損益及び経常損益を損失となら

ないようにすること。

・決算期（第２四半期を含まない）の末日における単体の貸借対照表上の借入依存度を60％以下に維持する

こと。

 

（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

 当第１四半期連結累計期間に係る四半期連結キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。なお、第１四半

期連結累計期間に係る減価償却費（のれんを除く無形固定資産に係る減価償却費を含む。）及びのれんの償却額

は、次のとおりであります。

 
当第１四半期連結累計期間
（自 平成26年８月１日
至 平成26年10月31日）

減価償却費 7,982千円

のれんの償却額 6,117

 

（株主資本等関係）

当第１四半期連結累計期間（自 平成26年８月１日 至 平成26年10月31日）

配当金支払額

該当事項はありません。
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（セグメント情報等）

【セグメント情報】

当第１四半期連結累計期間（自 平成26年８月１日 至 平成26年10月31日）

 当社グループの報告セグメントは、ソフトウエア受託開発事業の単一セグメントであるため、記載を省略し

ております。

 

（１株当たり情報）

 １株当たり四半期純損失金額及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 
当第１四半期連結累計期間
（自 平成26年８月１日
至 平成26年10月31日）

１株当たり四半期純損失金額 1円52銭

（算定上の基礎）  

四半期純損失金額（千円） 9,143

普通株主に帰属しない金額（千円） －

普通株式に係る四半期純損失金額（千円） 9,143

普通株式の期中平均株式数（株） 6,027,766

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１

株当たり四半期純利益金額の算定に含めなかっ

た潜在株式で、前連結会計年度末から重要な変

動があったものの概要

―

（注）潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、潜在株式は存在するものの１株当たり四半期純損失

金額であるため記載しておりません。

 

（重要な後発事象）

新株予約権（有償ストック・オプション）の発行

当社は、平成26年10月30日開催の取締役会において、会社法第236条、第238条及び第240条の規定に基づき、

当社の取締役、執行役員及び従業員に対して発行する新株予約権の募集事項を決定し、当該新株予約権を引き受

ける者の募集をすることにつき決議し、平成26年11月28日に払込が完了しております。

その概要は次のとおりであります。

１． 新株予約権の数

3,080個

なお、本新株予約権を行使することにより交付を受けることができる株式の総数は、当社普通株式308,000

株とし、下記３.（1）により本新株予約権にかかる付与株式数が調整された場合は、調整後付与株式数に本

新株予約権の数を乗じた数とする。

２． 新株予約権と引換えに払い込む金銭

本新株予約権１個あたりの発行価格は、300円とする。なお、当該金額は、第三者評価機関である株式会社

プルータス・コンサルティング（以下、「プルータス」という。）が、取締役会決議前取引日の東京証券取

引所における当社株価の終値1,664円/株、株価変動性88.78％、配当利回り0％、無リスク利子率0.068％や本

新株予約権の発行要領に定められた条件（行使価額1,664円/株、満期までの期間４年、業績条件）に基づい

て、一般的なオプション価格算定モデルであるモンテカルロ・シミュレーションによって算出した結果を参

考に、当社においても検討した結果、本新株予約権の払込金額とプルータスの評価額は同額であり、特に有

利な金額には該当しないことなどから決定したものである。

３． 新株予約権の内容

（1）新株予約権の目的である株式の種類及び数

本新株予約権１個あたりの目的である株式の数（以下、「付与株式数」という。）は、当社普通株式100株

とする。

なお、付与株式数は、本新株予約権の割当日後、当社が株式分割（当社普通株式の無償割当てを含む。以

下同じ。）または株式併合を行う場合、次の算式により調整されるものとする。ただし、かかる調整は、本

新株予約権のうち、当該時点で行使されていない新株予約権の目的である株式の数についてのみ行われ、調

整の結果生じる１株未満の端数については、これを切り捨てるものとする。

調整後付与株式数＝調整前付与株式数×分割（または併合）の比率
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また、本新株予約権の割当日後、当社が合併、会社分割または資本金の額の減少を行う場合その他これら

の場合に準じ付与株式数の調整を必要とする場合には、合理的な範囲で、付与株式数は適切に調整されるも

のとする。

（2）新株予約権の行使に際して出資される財産の価額または算定方法

本新株予約権の行使に際して出資される財産の価額は、１株あたりの払込金額（以下、「行使価額」とい

う。）に、付与株式数を乗じた金額とする。

行使価額は、金1,664円とする。

なお、本新株予約権の割当日後、当社が株式分割または株式併合を行う場合、次の算式により行使価額を

調整し、調整による１円未満の端数は切り上げる。

調整後行使価額 ＝ 調整前行使価額 ×
１

分割（または併合）の比率

また、本新株予約権の割当日後、当社が当社普通株式につき時価を下回る価額で新株の発行または自己株

式の処分を行う場合（新株予約権の行使に基づく新株の発行及び自己株式の処分並びに株式交換による自己

株式の移転の場合を除く。）、次の算式により行使価額を調整し、調整による１円未満の端数は切り上げ

る。

    
既発行株式数 ＋

新規発行株式数×１株あたり払込金額

調整後行使価額 ＝ 調整前行使価額 ×
新規発行前の１株あたりの時価

既発行株式数＋新規発行株式数

なお、上記算式において「既発行株式数」とは、当社普通株式にかかる発行済株式総数から当社普通株式

にかかる自己株式数を控除した数とし、また、当社普通株式にかかる自己株式の処分を行う場合には、「新

規発行株式数」を「処分する自己株式数」に読み替えるものとする。

さらに、上記のほか、本新株予約権の割当日後、当社が他社と合併する場合、会社分割を行う場合、その

他これらの場合に準じて行使価額の調整を必要とする場合には、当社は、合理的な範囲で適切に行使価額の

調整を行うことができるものとする。

（3）新株予約権を行使することができる期間

本新株予約権を行使することができる期間（以下、「行使期間」という。）は、平成28年11月１日から平

成30年10月31日までとする。

（4）増加する資本金及び資本準備金に関する事項

① 本新株予約権の行使により株式を発行する場合における増加する資本金の額は、会社計算規則第17条第

１項に従い算出される資本金等増加限度額の２分の１の金額とする。計算の結果１円未満の端数が生じた

ときは、その端数を切り上げるものとする。

② 本新株予約権の行使により株式を発行する場合における増加する資本準備金の額は、上記①記載の資本

金等増加限度額から、上記①に定める増加する資本金の額を減じた額とする。

（5）譲渡による新株予約権の取得の制限

譲渡による本新株予約権の取得については、当社取締役会の決議による承認を要するものとする。

（6）新株予約権の行使の条件

① 新株予約権者は、平成27年７月期及び平成28年７月期の営業利益（当社の有価証券報告書に記載される

連結損益計算書（連結損益計算書を作成していない場合、損益計算書）における営業利益をいい、以下同

様とする。）が下記（a）乃至（c）に掲げる条件を満たしている場合、各新株予約権者に割り当てられた

本新株予約権のうち、下記（a）乃至（c）に掲げる割合（以下、「行使可能割合」という。）の個数を限

度として行使することができる。なお、行使可能な本新株予約権の数に１個未満の端数が生じる場合は、

これを切り捨てた数とし、国際財務報告基準の適用等により参照すべき項目の概念に重要な変更があった

場合には、別途参照すべき指標を取締役会で定めるものとする。

（a）平成27年７月期の営業利益が1.5億円を超過し、かつ平成28年７月期の営業利益が3.0億円を超過し

た場合：行使可能割合：30％

（b）平成27年７月期の営業利益が1.5億円を超過し、かつ平成28年７月期の営業利益が3.5億円を超過し

た場合：行使可能割合：60％

（c）平成27年７月期の営業利益が1.5億円を超過し、かつ平成28年７月期の営業利益が4.0億円を超過し

た場合：行使可能割合：100％
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② 新株予約権者は、本新株予約権の行使時においても、当社または当社関係会社の取締役、監査役、執行

役員または従業員であることを要する。ただし、任期満了による退任、定年退職、その他正当な理由があ

ると取締役会が認めた場合は、この限りではない。

③ 新株予約権者が死亡した場合は、その相続人による本新株予約権の行使を認めないものとする。ただ

し、当社取締役会が特に認めた場合はこの限りではない。

④ 本新株予約権の行使によって、当社の発行済株式総数が当該時点における授権株式数を超過することと

なるときは、当該本新株予約権を行使することはできない。

⑤ 各本新株予約権１個未満を行使することはできない。

⑥ 新株予約権者は、行使時において禁錮以上の刑に処せられたことがなく、かつ、法令または当社の内部

規律に違反し、懲戒処分を受けたことがない場合に限り、本新株予約権を行使することができるものとす

る。

⑦ その他の条件については、平成26年10月30日開催の当社取締役会決議に基づき、別途当社と新株予約権

者との間で締結する「新株予約権割当契約」に定めるところによる。

４． 新株予約権の割当日

平成26年11月14日

５． 新株予約権の取得に関する事項

（1）当社が消滅会社となる合併契約、当社が分割会社となる会社分割についての分割契約もしくは分割計画、

または当社が完全子会社となる株式交換契約もしくは株式移転計画について株主総会の承認（株主総会の

承認を要しない場合には取締役会決議）がなされた場合は、当社は、当社取締役会が別途定める日の到来

をもって、本新株予約権の全部を無償で取得することができる。

（2）新株予約権者が権利行使をする前に、上記３.（6）に定める規定により本新株予約権の行使ができなく

なった場合は、当社は新株予約権を無償で取得することができる。

６． 組織再編行為の際の新株予約権の取扱い

当社が、合併（当社が合併により消滅する場合に限る。）、吸収分割、新設分割、株式交換または株式

移転（以上を総称して以下、「組織再編行為」という。）を行う場合において、組織再編行為の効力発生

の時点において残存する新株予約権（以下、「残存新株予約権」という。）の新株予約権者に対し、それ

ぞれの場合につき、会社法第236条第１項第８号イからホまでに掲げる株式会社（以下、「再編対象会社」

という。）の新株予約権を以下の条件に基づきそれぞれ交付することとする。この場合においては、残存

新株予約権は消滅し、再編対象会社は、新株予約権を新たに交付するものとする。ただし、以下の条件に

沿って再編対象会社の新株予約権を交付する旨を、吸収合併契約、新設合併契約、吸収分割契約、新設分

割計画、株式交換契約または株式移転計画において定めた場合に限るものとする。

（1）交付する再編対象会社の新株予約権の数

新株予約権者が保有する残存新株予約権の数と同一の数をそれぞれ交付する。

（2）新株予約権の目的である再編対象会社の株式の種類

再編対象会社の普通株式とする。

（3）新株予約権の目的である再編対象会社の株式の数

組織再編行為の条件を勘案のうえ、上記３.（1）に準じて決定する。

（4）新株予約権の行使に際して出資される財産の価額

交付される各新株予約権の行使に際して出資される財産の価額は、組織再編行為の条件等を勘案のうえ、

上記３.（2）で定められる行使価額を調整して得られる再編後行使価額に、上記６.（3）に従って決定され

る当該新株予約権の目的である再編対象会社の株式の数を乗じた額とする。

（5）新株予約権を行使することができる期間

上記３.（3）に定める行使期間の初日と組織再編行為の効力発生日のうち、いずれか遅い日から上記３.

（3）に定める行使期間の末日までとする。

（6）新株予約権の行使により株式を発行する場合における増加する資本金及び資本準備金に関する事項

上記３.（4）に準じて決定する。

（7）譲渡による新株予約権の取得の制限

譲渡による取得の制限については、再編対象会社の取締役会の決議による承認を要するものとする。

（8）その他新株予約権の行使の条件

上記３.（6）に準じて決定する。

（9）新株予約権の取得事由及び条件

上記５に準じて決定する。

(10) その他の条件については、再編対象会社の条件に準じて決定する。
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７． 新株予約権にかかる新株予約権証券に関する事項

当社は、本新株予約権にかかる新株予約権証券を発行しないものとする。

８． 新株予約権と引換えにする金銭の払い込みの期日

平成26年11月28日

９． 申込期日

平成26年11月13日

10． 新株予約権の割当てを受ける者及び数

当社取締役       ３名 2,450個

当社執行役員     ２名   240個

当社従業員       12名   390個

 

２【その他】

該当事項はありません。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
 

 該当事項はありません。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書  
 

平成26年12月15日

テックファーム株式会社

取締役会 御中

 

有限責任 あずさ監査法人

 

 
指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員

 公認会計士 斎   藤      昇    ㊞

 

 
指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員

 公認会計士 小   出   健  治  ㊞

 

 当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられているテックファーム

株式会社の平成26年８月１日から平成27年７月31日までの連結会計年度の第１四半期連結会計期間(平成26年８月１日か

ら平成26年10月31日まで)及び第１四半期連結累計期間(平成26年８月１日から平成26年10月31日まで)に係る四半期連結

財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書及び注記について四半

期レビューを行った。

 

四半期連結財務諸表に対する経営者の責任

 経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結財

務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸表を

作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

 

監査人の責任

 当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務諸表に対する

結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠し

て四半期レビューを行った。

 四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質

問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認

められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

 当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

 

監査人の結論

 当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認め

られる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、テックファーム株式会社及び連結子会社の平成26年10月31日現在の財

政状態及び同日をもって終了する第１四半期連結累計期間の経営成績を適正に表示していないと信じさせる事項がすべて

の重要な点において認められなかった。

 

強調事項

 重要な後発事象に記載されているとおり、会社は平成26年10月30日開催の取締役会において、新株予約権の発行を決議

し、平成26年11月28日を払込期日として新株予約権を発行している。

 当該事項は、当監査法人の結論に影響を及ぼすものではない。

 

利害関係

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

 

以 上

 

(注) １ 上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期報告

書提出会社)が別途保管しております。

２ XBRLデータは四半期レビューの対象には含まれていません。
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